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ThispaperreviewsthebasictIleOriesunderlying

tlleCurrentpracticeoftheUnited Nationsand

otherinternationalpopulationprojectionscovering

thelessdevelopedcountries,particularlytⅠ10SeOf

SoutheastAsia. Inthefieldofdemographicpro-

]cctions,themostbasicframesofreferencefor

assumptionsonthefuturecourseoffertilityand

mortalityarethedemographictransitiontheoryand

序 言

今 日のように内外において ｢人口推計｣の

重要性が認識された時代はないと思われる｡

人口推計は一国の人口政策を立案する場合の

重要な技術的道具であり,社会経済開発計画

に際 して最 も基本的なデータを提供する｡ 人

口推計は将来の労働力供給と消費需要を推定

するにあた り,根幹的役割を果たす｡労働供

給は人口推計をベースにした労働力推計によ

って推定されるし,消費需要のそれは,人口

推計自体のほかに,同 じく人口推計をベース

にした世帯 ･家族数推計によって行われるこ

とが非常に多い [UrdtedNations 1965a:2-

3]｡その他の種類の推計,例えば就学年齢人

*厚生省 人口問題 研究所 ;InstituteofPopulation

Problems,MinistryofHealthandWelfare,Tokyo

thresholdhypothesis,butotherthantheseverylittle

usehasbeenmadeofpopulation theories. Not

muchhasbeendonesofartoincorporatesoci0-

cconomicfactorswithintheframeworkofpopula-

tionproJections･ Thispaperexploresthereasons

whyandtriesto丘nd waystoutilizesomenew

developmentsin populationtheoriesbyCaldwell
andKnodel.

口の推計 も人口推計をもとにして行われるの

が普通である｡

さらにこれら社会経済計画の目的以外に,

人口推計は人口現象のより系統的な理解と分

析のために重要である｡ 人口推計は,現在進

行 している人口過程のポテ ンシャルを数量的

に把握 し,将来起 こり得る可能性の幅の中で,

年齢別出生率,死亡率そして国際人口移動率

についてい く通 りかのコースを仮定 し,総人

口および男女年齢別構成,あるいは粗出生率

･死亡率,人口増加率がどのように変化する

かを具体的に示す ものである｡

1980年現在東南アジアの人口は,最新の国

連人口部1978年中位推計によれば,3億6,800

万 と推定されるが,西暦2000年には5億5,900

万に増加する見込みである｡ 東南アジアでは

最近,出生率が死亡率の低下以上に低下 し始
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め,人口増加率鈍化の傾向がみ られるといい

なが ら,人口の絶対増加,およびその速度は

依然大 きいものと予想され,巨大化する人口

の規模が この地域の将来に甚大な影響を与え

ることは疑いない｡

元来人口推計は人口学の応用部門であり,

それとして独立 したもので もなければ, コン

ピューターが最近急速に発達 したか ら容易に

行われるといったものでもない｡人口推計は,

ある国の過去 ･現在の人口に関する統計的情

報のはかに,人口およびその変動の要素であ

る出生率,死亡率,婚姻率,国際人口移動に

関する基礎理論 ･仮説 ･知識の蓄積 と, 形式

人口学的方法の発達の上に構築された ピラミ

ッドの頂点であるといえよう｡とくに出生率

と死亡率に関する動向の将来の見通 しの妥当

性は,それ らの変動に関連する人口理論,とく

に経済社会的要因との関係についての仮説,

6

そ して具体的な個 々の国の地域 ･文化 ･宗教

的特殊性に関する知識の妥当性いかんによっ

ていると考えられる｡本稿の目的は, これま

であまり知 られていない国連作成による世界

の低開発地域 (東南アジアも含む)に対する

人口推計の方法の紹介であるが, とくに推計

を行 うにあたり基礎となった人口理論あるい

は思考枠組 frameofreferenceを整理 し,そ

の評価を行い,同時に,1970年代 に捉起され

た新 しい人口理論,とくに人口転換の観点か

らみた出生力の変動に関する理論が,将来ど

の くらい人口推計の下敷きとして使えるかを

考えてみたい｡

Ⅰ 国連人口推計の方法の概略

国連 の世界人口推計 は国別に行 われてお

り,東南アジア諸国のそれ も含むが, 国連は,

1952年の最初の世界人口推計以来現在まで 7

図 1 国 連 人 口 推 計 の 基 本 的 手 続 き
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回,推計結果を改訂発表 している｡1)最 も新 し

いのは1978年度推計であり,現在198()年度推

計作業が進行 している｡

国連推計 の 方法論 は, 一貫 して Cohort-

Component法 (コウホ- ト複合法)という標

準的方法である｡ この方法は,図 1に示 され

るように,男女,年齢別人口がベースであり,

これに男女 ･年齢別の生残率を掛 けて将来の

生残者をコウホ- トに沿 って求め,同時に年

齢別出生率を女子の15-49歳の年齢別人口に

乗 じて各年あるいは 5年間の出生数を出し,

これをたえず人 口に加えてい く方法である｡

人 口移動があれば,同時にその純移動を加え

る｡

死亡に関 して,1968年,1973年および1978

年度推計に共通なことは,低開発地域に対 し

国連のモデル生命表 [UnitedNations 1956]

とCoale-Demenyの東西南北の四つの地域分

類によるモデル生命表 [Coaleand t)emeny

1966]を用いていることである｡ 国連モデル

生命表 プラス四つの Coale-Demeny のモデ

ル生命表,計五つのモデル生命表の中か らど

れを選定するかにあた り,当該国の観察され

た死亡率パターン, とくに10歳 くらいまでの

子供の年齢における死亡率パ ターンを考察す

る必要がある｡ すでに推計ベースの最寄 り年

次に対 す る出生時 の平均余命 30だけは推定

されているとす る｡ すでに推定 されている出

1)UnitedNations.1952. ThePastandFuture
GrowthorWorldPopulations-A Long-range
View. PopuZati07iBuZZczin. United Nations
Publication,SalesNo.52,ⅩⅠⅠⅠ.2.Nc･.1,pp.
ト12;1954. FrameworkforFuturePopulation
Estinates,1950-1980, by World Regions.
Proでβedz'ng∫ojtheWorldPoPuZaZl'onConference.
UnitedNationsPublication,SalesNo.55,ⅩⅠⅠⅠ.
8.Ill:283-328,･1958. TheFutureGrowth
of WorldPopuZaiz'on. UnitedNationsPubli-
cation,SalesNo.58,ⅩⅠⅠⅠ.2;[1966];1972.
WorZdPopulationProspectsa∫A∫∫e∫∫edin1968.
UnitedNationsPublication,SalesNo"E.72,
ⅩIII.4,･1977. World Population ProsPect∫
a∫A∫∫e∫∫ed i711973. United NationsPubli-

cation,SalesNo.E.76,XIII.4;[1979t･].

生時の平均余命に見合 う五つのモデル生命表

死亡率 gガの中で, 観察された死l=率に基づ

くgxの10歳 くらいまでのパターンに最 も近

い生命表が選ばれ,推計に使用 される｡

出生に関 しては,女子の年齢別出生率が推

計に使用 されるが,低開発国では年齢別出生

率 は非常 に不正確 であるので, 総再生産率

grossreproduction rate(GRR)が推定 され

れば,それを出生性比によって合計特殊出生

率 totalfertilityrate(TFR)の形に直 し,2)そ

2)合計特殊出生率 (totalfertilityrate,TFR と略

す)および総再生産率 (grossreproductionrate,
GRR と略す)は有力な出生力の総合指標であ

る｡ 出生数を人口で割 った粗出生率 (crude

birthrate,CBR と略す)が人口の年齢構成の差

異を反映し,国際的あるいは地域的に厳密な比
較をしばしば困難にすることがあるのに反し,

TFR および GRRは年齢構成の影響を受けな
い,より "純粋な''指標 ということができる｡

女子の再生産年齢を15-49歳とし,年齢別特殊

出生率をfF(x),TFRを rtとおけば,
49

rt- ∑ fF(x)
∬= 1 5

であり,その値は,ひとりの女子がその歳にお

ける各年齢出生率で子供を生みながら,一生涯

を通過する問に合計何人の子供を生むか,を示
す｡

また人口の再生産を考えるとき,ひとりの女子
が同じように一生涯で何人の女の子を生むかと
いう置換率をみることが重要であるが,これが

総再生産率と呼ばれる指標であって,女子の年
齢別女児特殊出生率を FfF(x)とし,GRRを

rgとすると,
49

rg- ∑ FfF(x)
∬=15

である.実際には,上記の TFRに出生時の性
比をあてはめて計算することが多い｡

多くの低開発国においては,TFR,GRR算出の

基礎となる年齢別特殊出生率が正確に得られな
いことがある｡その場合,過去の出生率がほと
んど変化していないときには,現在の年齢構造
が安定人口か準安定人口の形をとっていると
し,モデル安定人口表から年齢構成の指標と最
近の人口増加率をもとにし,TFR,GRRを求
めることができる｡また,形式人口学の手法に
より,人口調査 (標本調査も含む)で得られる
女子ひとりあたり平均既往出生児数を用い,同
様にTFR,GRRを割り出すことができる｡く
わしくは,UnitedNations[19671を参照｡
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れを,あらか じめ用意されているモデル年齢

別出生率比によって分解 し,推計に使用 して

いる｡ 東南アジアでは,シンガポールとタイ

は世界出産力調査などの出産力調査による年

齢別出生率の結果を参照しているが,その他

は国連 の モデ ル年齢別出生率比を用いて い

る｡

国連モデル年齢別出生率比は,国連人口部

が1973年度推計の際に集め,そして十分信頼

できると認定された,世界のあらゆる国の年

齢別出生率のスケジュールから組み立てたモ

デル比率で,それはGRRの水準によって変

化する出生率年齢パターンの分布を示 したも

のである｡ しか も,その際全世界均一のモデ

ルではなく,世界を10個の地理的 ･文化的地

域に分けたものである｡10個の地域は北西 ヨ

ーロッパ型,西ヨーロッパ型,南 ヨーロッパ

壁,北米型,ソ連型, 日本型,アジア型,サ

ハラ以南のアフリカ型,アラブ型,およびラ

テ ン･アメリカ型となっている｡

1968年以前は全世界 1本の単一モデルが使

用されたが,出生率の年齢パターンがそれぞ

れ地理的 ･文化的地域によって異なるという

経験により,1973年以降はこのような10個の

地域モデルを使用 している｡1978年度推計に

おいては新 しいデータに基づき多少の改良が

行われ,とくに先進国ブル-プに対 し,GRR

が 1以下の出生水準におけるモデル比率も用

意されている｡ 出生の推計過程では,ほかに

出生時の性比が一つの与えられた係数となっ

ている｡

国際人口移動の仮定に転ずると,出生 ･死

亡と同 じく年齢別データの不完全性のため,

純移動者総数が推定されたあとは,あらか じ

め設定されている男女年齢別モデル純移動人

口比率によって男女 ･年齢別に分解 して,推

計に組み入れるケースがほとんどである｡

この機会に,国連人口推計の作業において,

人口の将来推計自身の重要性はいうまでもな

8

いが,推計の基礎データの評価および補正 も

きわめて重要であることを強調 したい｡国連

人口推計のプロセスにおいて,将来人口推計

に費やされる作業量はせいぜい15-20% くら

いなもので,圧倒的大部分の作業は低開発国

の不完全な男女年齢別人口の補正,そして出

生率 ･死亡率の水準およびバク-ンの補正と

推定に関 してである｡

ⅠⅠ 人口推計を支える人口理論の寡少性

すでに述べたように,ごく短期間の人口延

長 extrapolationを除いた人口推計を行 うに

あたって,基礎的な人口理論が必要である｡

世界的にみて先進国moredevelopedcoun-

triesと低開発国 lessdevelopedcountriesと

では事情がかなり異なるが,それぞれの人口

推計において将来の出生率 (厳密にはTFR

あるいはGRRを考える)あるいは死亡率(具

体的には出生時の平均余命の水準およびそれ

に応 じて異なる一連の生残率を考える)がど

う変化 していくか,またそれらが社会経済的

条件の変化,あるいは人口政策の導入によっ

てどのように変化 していくかを導 く理論 ･仮

説あるいは思考的枠組が必要である｡ 死亡率

の低下また平均余命の増加については, 自己

運動的な法則がより働き,社会経済的影響は

直接的には小さいとしても,出生率の変化は

婚姻 ･離婚,出生のタイミングという人口学

的要因,そして結婚,出生率に及ぼす社会 ･

経済および心理的要因と多様な要因群に影響

を受け,きわめて複雑なメカニズムに支配さ

れていると考えられるので,それらの関係を

できるだけ把握 し,場合によってはモデル化

することが必要である｡

人口推計を支える,あるいは推計にあたっ

て暗黙のうちにその仮定の組み立てに資する

理論あるいは仮説は決 して数多 くない｡1960

年以降とくに1970年代に入 ってから,出生力

に関連する,あるいはそれを決定すると考え
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られる社会経済的要因あるいは文化的要因に

ついては,彩 しい研究がなされている｡ しか

し残念なことには,それ らの研究成果が人口

推計を行 うにあたって,先進国 ･低開発国の

別を問わず,具体的に応用されていないのが

実情である｡

それでは,い くつかの例外を除き,どうして

これ らの多 くの出生力要因の研究の成果が実

際に活用されていないのであろうか｡ これに

ついて二,三のコメントを述べておきたい｡

(1)第 1に,人口推計は秀れて数字的numer-

icalな作業であり,必ず貝体的な数字となっ

て表現されなければならぬ｡ところが,社会

経済的要因と人口とくに出生力との関連はあ

まりにも複雑なものが多いためか,結論が数

量的に出て くるよりも,要因の影響¢)方向を

明 らかにするといった質 的 な含 蓄 implica-

tionとして出て くるものが多い｡社会人口学

者は多 くの示唆に富む仮説を提供 している｡

例えば,KingsleyDavisの社会経済的変化に

対する人口学的複雑反応説multipleresponse

theory[Davis 1963]と RonaldFreed-an

の出生力の社会学モデル,すなわち,出生力

の決定にあたって人口生物学的中間変数とそ

れに影響 を与える社会的規範 normsを強調

するモデル [RonaldFreedman 1966]は,

いまもなおきわめて示唆に富むが, これ らは

人口分析に際 しての有力なモデルではあって

も,人口推計にとって直ちに役立つというも

のではない｡

(2)出生力に及ぼす社会経済的要因の重要性

は誰 しも認めるところであるが, その関係が

必ず しも一筋縄ではうまく説明できないとい

うのが,大方の人口学者,社会学者,心理学

者そして経済学者(です ら)の定説となってい

る｡ 経済的不況が襲 って も,出生率はその翌

日か ら低下するわけではない｡不況はまず心

理学的なイメージとして, 夫婦にはっきり認

知されねばならないし,不況の苦 しさと子供

が多いことか ら来 る不利益が実感的に体得 さ

れねばならない｡また認知されたとして も,

夫婦がやがて生 もうと計画 していた第 n番目

の子供を生むことを止めた り,延引するとは

限 らない｡社会経済的要因は,それが長期的

には出生力を大いに規定 しているとして も,

途中に多 くの媒介変数が横たわっており,そ

れ自体の力を明 らかにすることは容易ではな

い○そ して推計に利用できるような単純明快

な結論はなかなか出てこないのである｡

(3)1957年 Leibensteinが [1957],そして

1960年に Beckerが [1960],出生力に及ぼす

社会経済的要因の影響を経済学の方法によっ

て分析 し始めて以来, この領域における種 々

の研究が行われ,モデルが作 られたが,実際

に出生率の将来推計に役立つ結果をもた らし

たかというと,答は否定的である｡第 1に,

これ らの研究の結果は往々にして相互に矛盾

していることがあるし,第 2に所得と出生カ

との関係が正なのか負なのか も確立 していな

いo出生力の ミクロ経済理論,機会費用 op-

portunitycostの考え方の導入 は, 複雑きわ

まる出生力の要因論に経済学の立場か らでも

アプローチできるという可能性を明 らかにし

たが,しか し経済学のアプローチだけでは,出

生力の行動が人間の理性的判断と自由な選択

によって決定されるという前提に立つ限 り,

限界があり,それはせいぜい欧米諸国,とく

に米国, しか もその一部の人 々に対 してのみ

適当であって も,低開発地域には応用できな

い [DeborahFreedman 1968]｡

低開発国における出生行動は,家族制度,

コミュニテ ィー,社会規範,習俗,宗教など

によって強 く規定 ･拘束されていると考える

のが妥当であり, これ らに対 して もっと深い

研究がなされなくてはいけないとして も,そ

の情況は米国におけるのと際立 って異なるの

が現実である｡

(4)出生力 と社会 経済的 要因 との相関関係
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は, 往々に して非常に低い ことが多い｡ そ

の昔, 1950年代の後半 Princeton大学で,

PrincetonStudyという米国の都市地域にお

ける出生力と社会 ･心理的研究の分析をして

いるとき,出て くる結果が芳 しくな く,相関

が ±0.2になれば喝采が起こり, 士0.3にな

るとカクテル ･パーティーをして祝賀 したと

いう話が残っているが,IndianapolisStudy,

PrincetonStudy,そしてその後の Growthof

AmericanFamilyStudyにしても,相関が経

済社会的要因との間で良 くないのが有名であ

った ｡

最近多 くの国で出産力調査が行われている

が, きわめて aggregateな階層間の差別出

生力といったレベルで格差が明 らかとなって

も, 世帯あるいは夫婦のレベルで強い関係を

確立 した ものは少ない｡

過去において,出生力の指標と社会経済的

要因との関連を,国別あるいは国内の構成地

域を統計単位として,重相関あるいは偏相関

分析によって研究 したものは非常に多い (例

えば BoyerandRichardl1975],Ekanem

l1972],Heer[1966],河辺 [1976],Kleinman

[1973])｡ その多 くは非常に興味深い結果を

明 らかにしているが,その中にはお互いに矛

盾 し合う結果をもたらしているものも多い｡

低開発国では,女子の教育程度の指標だけが

常に出生力 の水準 と逆相関 を示 しているの

が注 目されるのみである [United Nations

1979a]｡

(5)次に,多 くの人口理論モデル ･人口の調

査研究の結果があまり推計に役立たないもう

一つの理由として, もし社会経済要因が出生

力の水準および変化を十分説明でき得ると仮

定 して も,説明変数たる社会経済的指標自体

を将来予測することの方が出生力水準を予測

することよりも一般に難 しいという, 技術上

の問題がある｡ 例えば,所得が出生力と密接

な関連を持 っていることが確立されたとして
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も,所得は出生力よりももっと烈 しく変化す

る変数で,その将来の予報性は出生率のそれ

よりもはるかに低いということがいえよう｡

低開発国のみならず, 先進国においても,階

層別 ･就業部門別に正 しく所得データを得 る

難 しさ,それを将来に推計することの難 しさ,

そこか ら出生力の水準に結びつける難 しさを

考えて,はじめか ら過去の出生率の傾向に何

らかの曲線をあてはめて行うことの方がはる

かに成功 しそうである｡

(6)次に,これは次章で も論ぜ られているこ

とだが,いままでの人口理論,仮説,あるい

は諸種の出産力調査の結果を僻轍 していえる

ことは, ある低開発国で将来出生率が低下す

るという方向が判 っても,それなら一体いつ,

いまか ら何年後に下がり始めるかというタイ

ミングがきわめて不確かである点であろう｡

これはあとでもう少 し触れるように,｢人口転

換学説｣demographictransitiontheoryおよ

びその修正版の諸説でも具体的にされていな

いし,できそうにもないということである｡

Brassは, したがって,社会経済的要因が出

生力に及ぼす重要な影響,とくにそれが出生

力の変化を起こす素地を形作ることを十分認

識 しなが らも, 現在の段階では人口推計に

社会経済的要因を導入することを奨励 しない

lBrass 1979].

(7)最後に, しか し恐 らくは一番衝撃的なこ

とは,社会経済的変数の中核,とくに都市化,

工業化,所得の上昇という"近代化''を代表す

る開発指数と出生力との間の関係において,

出生力に影響を与えるような持続的関係は,

はじめか らほとんどないのではないかという

考え方,以上のような近代化の変数よりも,

新 しい家族計画のアイデアが外国か らやって

来て,マスコミによって伝播されるというプ

ロセスの方が影響力としては強いのではない

かという考え方,政府が強い指導力をもって

家族計画の普及,中絶の容認という政策をと
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り,十分な予算を計上 し,能率の良い下部組

織によってプログラムを推進させる行動の方

が,開発的努力,すなわち都市化,工業化,

生活水準の向上よりも有効ではないかという

考え方が,最近台頭 してきたことである｡ こ

れについて,第 Ⅳ章で,将来出生力推計に関

連する限 りにおいて,紹介 してみたい｡

ⅠⅠⅠ 人口転換理論と人口推計

東南アジアを含んだ低開発国の人[コ推計を

行 うにあたって, もっとも基本的な人口理論

は ｢人口転換理論｣であり,またそれと関連

した出生力低下の ｢閉域仮説｣thresllOldhy-

pothesisであろう｡実際国連の行な っている

世界の低開発国に対する推計は, 多かれ少な

かれ人口転換理論が下敷きとなっている｡

人口転換理論といって も, それ は安定人

口理論の よ うに 自己完結的で, 人亡]数学的

に演鐸された理論ではない｡ Landry[1934;

1949],Thompson [1929;1946],別acker

[1947],Notestein[1945]によって提唱され,

それぞれ少 しずつニュアンスの異なる学説の

集合体を指す もので,近世か ら現代にかけて,

多産多死 か ら多産少死 を経 て少産少死に至

る,欧米の人口の歴史を要約 した帰納モデル

であり, 一種の発展段階説であるO とくにそ

れは,欧州における死亡率と出生率のそれぞ

れ異なる低下の過程と両者の前後関係,過渡

期における人口増加の必然性を一般化 したも

のであったが,1950年代になってそれが拡大

解釈され,欧州のこれらの経験が欧米諸国以

外で も繰 り返される可能性を示唆するに至 っ

た [Notestein 1953]｡ 人口転換理論が, 覗

在なお有力である理由の一つは,西欧で経験

された死亡率と出生率の低下が, 日本, 香

港,台湾,韓国,シンガポール,そして中米

諸国,カ リブ海の島々,モー リシアスなどの

非西欧地域で繰 り返され,また現在東南アジ

アのタイ,マレーシア,インドネシアで起 こ

りつつあるか らである｡

しか し,人口転換理論 くらい人口学の中で

批判された学説はな い｡ その第 1は, 一国

の出生率の低下を予測する場合,どのような

社会経済条件がととのったときに,またどの

ような社会経済変数がどれだけ変化 したとき

に,出生率の低下となって現われるかの臨界

点を明確に設定 できない点 であろう [Coale

1973]｡ あるいは Brassが現在の人口と関連

する社会経済理論について指摘するように,

それが,いつ,そしていかなる速度で出生力

の低下が起 こるかの予報能力に欠ける点にあ

ろう [Brass 1979]｡

人口転換理論の批判 として,さらにい くつ

かをあげることができる｡第 1に人 口転換が

起きる以前の欧州では, 一般に思 わ れ て い

る以上に国別の社会経済的条件が異なってい

た｡ また国の内部で も非常な差異 が み られ

た｡それにもかかわらず, 出生率が鐘を接 し

て次か ら次-と低下 したことは, 出生率の低

下が近代化の条件 ･過程と必ず しも調和 して

いないことを示す｡第 2に,フランスのよう

に出生率の低下が死亡率の低下に先立ってい

る国があった [Coale 1973]こと, ドイツで

は死亡率の低下が出生率の低下と同時に始ま

った [Knode1 1974]ことが注目され, 死亡

率の低下が必ず しも出生率の低下の前提とな

らないことを示 しているO

次に, この転換理論の中で明らかに欠けて

いる部分は, 少産少死 の均衡に移 った以後

の情況を明確に示 していないことであろう｡

1930年代と1940年代の西欧諸国では,総再生

産率が人口の置換水準あるいはそれ以下に低

下 したが,1940年代の後半と1950年代にベビ

ーブームによって1以上に上昇 し,そして1960

年代後半か ら1970年代前半にかけて,今度は

一斉に急速に低下 し始めた｡現在 GRRがほ

とんどの西欧と北米諸国で 1を, しかも相当

下回っている｡ 出生率が人口の置換水準にま

11
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で低下 したあとどうなるかを人口転換理論は

触れていないので, これ ら趨低出生率の地域

で,将来,人口置換水準まで出生率が灰復す

るのか,あるいはさらにいまのまま低下 し続

けるのか, そしてあるいは置換水準の回りを

将来振動 しなが ら経過するのか,という低出

生率国の人口推計に関し最 も重要な問題に対

して,答を用意 していないことである｡

国連の1963年度の推計においては,それま

でに純再生産率が 1を割 った国で長 くその低

水準を維持 した国は一つ もなかったという経

験から,低出生がやがで 灰復するという仮定

を立てて推計を行なったが [UnitedNations

1966],今回の西欧諸国の情況のもとで出生率

が前のように恢復するかどうかは,かなり疑

問視されている｡

閉域仮説は系譜的 に は人口転換理論 に属

し,それは国連人口部が社会経済的条件と出

生率低下との関連を多変量解析によって明ら

かにし, それに よって, 低開発国の どのよ

うな社会経済的条件がどの くらいに成熟 した

ときに出生率の低下が起こり得るかという,

社会経済的条件 の閉域 あるいは臨界 領域 を

見出そうとする研究に基づいている ｢United

Nations 1965b]｡ この仮説によれば, 出生

率の高い低開発国において,社会経済的条件

の向上は,最初ある臨界点に達するまでは出

生率の低下をもた らさないが,それが一旦達

せ られると,その後は急速に低下 し始め,低出

生率の水準に落ち着 くまで低下が続 く｡ 国連

は12個の社会経済指標を考え,それぞれの指

標について出生力低下のための閉域を設定 し

ている｡1950年代の12の指標とは,(1)ひとり

あたりの平均所得 (2)エネルギー消費量 (3)

都市化 (4)労働力の非農業率 (5)ひとりあた

りの病院ベ ッド数 (6)平均寿命 (7)乳児死亡

率 (8)早婚度 (9)女子の識字率 (10)新聞の普

及度 (ll)ラジオの受信率 (1功映画 ･観劇率で

ある｡ 明らかに人口転換理論に欠落 していた
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出生力低下の開始の条件を解明しようという

意図を持 っていた｡

しかしながら,その研究の結果は,国連自

体 も認めているように,出生率の低下に対す

る社会経済的条件の閉域を首尾よく明らかに

したとはいえない｡どの指標の閉域にもかな

りの幅があり,とくにエネルギー消費量,都

市化,非農業率,乳児死亡率に関 して閉域と

いうにはあまりにも幅がありすぎ,推計とい

うnumericalな作業に直接利用できない｡ま

た一つだけの指標が開城に達 しただけで出生

率の低下が起 こるのか,どのような指標の組

み合わせが有効なのか,ということを明らか

にしていない｡出生力に影響を与える変数の

中に人口政策変数が入 っていないし,またこ

のような比較的単純なマクロ ･モデルで,国

を単位とする多変量解析の手法では,推計に

使えるような良い結果を得ることは難 しい｡

最近 の Mauldin と Berelson の低 開発

国における出生力低下の条件 に関す る研究

lMauldinandBerelson 1978]は,彼 ら白身

の目的がそうでな くても,一種の閉域学説で

ある｡ Mauldin-Berelson の研究によれば,

社会経済スコアが高 く, しかも国あるいは民

間団体による家族計画プログラムの進展度の

高い国は,出生率の低下が過去に非常に大き

く,反対に社会経済スコアが低 くかつ家族計

画の進展度が 0のところは,低下が非常に小

さいか 0である｡ 両方のスコアが中間 くらい

のところは,低下 も中間程度で終っている｡

Mauldin-Berelsonの研究 は,低開発国にお

ける出生力の低下の社会経済的条件の成熟と

同時に強力な家族計画のプログラムの開発が

きわめて有効である (むしろ必須条件である

くらいに)ことを示 している｡

ⅠⅤ 人口転換理論に関連する最近の

人口理論の方向

1975年以降,一方ではJohnCaldwellが,
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他方 JohnX_nodelが, 人 口転換理 論 に対

す る修正的見解を発表 した [Caldwell1976;

1978;Knode1 1977;Knodelandvan de

Walle 1979]｡ これ らふたりの気鋭の人口学

者の見解 は,かなり斬新なものであり,簡単

に紹介するに値す るものと考え られる｡

それぞれ違 った学派に属 す る Caldwellと

Knodelの考え方に共通する論点 は,第 1に,

欧州の歴史をみて も,またアジアの出生率の

低下のメカニズムをみて も,都市化,工業化,

所得の上昇といった近代化の条件が成熟 して

きた結果,それに対応 して内生的に出生力が

低下するのではな く,自分の子供の数をコン

トロールするのが (神を恐れない所業ではな

く)正当であるという考え方,そしてそれが避

妊の手段によって達成 し得 るという考え方,

そ して次に避妊の手段自身の情報の伝播, 普

及によって出生力が低下 してい くという考え

方であり,第 2は出生率の低下にあた って,

すでに述べた開発変数と呼ばれる都市化,工

業化,所得の上昇といった条件よりも,家族

計画の考え方を受 け入れる文化 ･宗教的土壌

およびマスコミのネット･ワークの存在の方

が重要であるという結論であり,そ して第 3

に教育の普及が出生力の低下に大きな役割を

果たすという見方である｡

以上についての考え方は, しか し何 もふ

たりだけの考え方 で はな く,Coaleお よび

RonaldFreedman によって も現在支持され

ている考え方 で あ る [Coale 1973;Ronald

Freedman 1979]｡

Caldwellは,古典的 な人口転換 理論 の,

前転換時代には目的合理性が支配せず,転換

期に入 って近代化の条件がととのったときは

じめて醸成されるという合理性の二元論を廃

し,目的合理性はいかなる段階において も,低

開発国 ･先進国を問わず,存在するという考

えの もとに, 利益(富)の世代間の流れ inter-

generational月owofwealthという概念を導

入する｡伝統的な社会において,子か ら親に

向か って利益の流れが動いている限 りは,た

くさんの子供を持つ ことが,経済的にも, コ

ミュニテ ィー の内部の威信を高めるた め に

も,また老後の保障を安全にす る意味におい

て も有利であるか ら,出生率は必然的に高 く

なるのであり,それとは反対に,人口転換期

の社会では, もはや利益の流れが子か ら親に

流れず,逆に親か ら子の方向に流れ始めてい

るために,多 くの子供を持つ ことが明らかに

不利となり,出生力は必然的に低下せざるを

得ぬという｡

Caldwellによれば,低開発国において この

世代間の利益の流れを逆転させる力は,核家

族的家族形態が西欧化の影響のもとに,電気

冷蔵庫,テ レビ,ジーンズと一緒に入 って来,

それが模倣 され始めることであり [Caldwell

1976],と同時に大規模な初等教育の普及であ

り[Caldwel1 1980],マス ･メデ ィアの形成

である｡ Caldwellによれば,核家族化は出生

率の低下の帰結ではな く,その前提条件であ

る｡ そ して出生力の低下は一国の工業化の帰

結ではな く,逆にそれ以前に生起するもので

あるという [Caldwell 1976:358]｡

Knodelの理論は,Caldwellほど大胆不敵

ではないが,先にも述べたように出生力の低

下が工業化 とか都市化 とかいう経済発展の当

然の帰結 として起 こるのではな く,それとは

比較的独立の形で生 じ,そしてむ しろ家族計

画の近代的ノウ-ウの普及,子供の少数精鋭

主義の方が万事望ましいといった考え方の伝

播,によって起 こるという論点の強調に変 り

ない｡

ヨーロッパの出生力の歴史的研究か ら帰結

されることは,社会経済の近代化と出生率の

低下があまり明確な関連を持たないことであ

り[Knode】andvandeWalle 1979],ほかの

研究で も社会経済的指標との間の相関が悪い

ことは,両者がかなり独立的関係にあるとい

13



う結論を出さざるを得ないこと

であるCそ して,家族計画の考

えが伝播 してい くとき, 同 じ文

化,民族,言語のグループ内部

には,一度認められると,それが

受 け入れ られやすい素地 recep-

tivityがあり, それ らのライン

に沿 って広が ってい く｡その点

東南アジアでは,中国系の住民

の間で出生率が低 く,回教徒の

問で出生率が高いという著名な

事実,また韓国,台湾のような

単一民族社会では出生率の低下
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表 1 アジア8カ国の粗出生率の変化 (1960-1980)

(人口 1,000につき)

出所:UnitedNations.1979. WorldPoPuZazio花Trc71dsandPro∫･
Pect∫ZyCounり′,1950-2000:Summaり′Reportofthel978
A∫∫C∫smcnt. ST/ESA/SER.R/33.NewYork.

が速 く,インドのような巨大かつ言語,宗教,

階層的に複雑な社会ではそれが緩慢であるこ

とも納得される｡

Knodelによって 強調 され Caldwellでは

それほどでない点 は,家族計画の政策的普及

の努力が低開発国の出生率の低下のためにき

わめて重要であることの再確認であり,1974

年 ブカレス ト会議以後 の世界 的 風潮 である

｢開発 は最良の ピルである｣といった考えには

Knodelは消極的で, 能率よ く組織された家

族計画運動を大いに推進すべきとしている｡

以上のふた りの学説に対 して種 々の批判 も

当然考え られる｡ 例えば Caldwellのいうよ

うな,核家族化が出生率の低下の条件である

との見解に対する疑問が当然起 こり得 るし,

また Knodelのいうようなアイデアの伝播説

は正 しいとして も,そ して文化 ･宗教などに

よって伝播の受 け入れ体制に大きな差がある

として も,それだけではちょっと物足 りない

感 じがす るが,今回は紙面の都合上 さておき,

人口推計-の理論的貢献という立場か ら, 彼

らの学説か らどのようなimplicationsが引き

出せ るかという点を考えてみよう｡

(1)Caldwe11と Knodelがいうように, 低

開発地域において,社会経済的要因が,教育

とマスコミの発達を除いて,出生力のレベル
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およびその低下 とあまり関係がないことは,

最近の東 アジアおよび東南アジアにおける明

確な出生率の低下によって傍証 される｡表 1

は国連1978年度推計によるアジア 8カ国, う

ち東南アジア 5カ国,1960-1965年か ら1975

-1980年の期間 にかけての 5年間平均粗出生

率 (対人 口1,000)の動向であり,場合によっ

て国連人 口部が登録出生率の届け出漏れを補

正 した り, また中国のようにデータが欠如 し

ているところでは新 しく推 定 した結 果 であ

る｡表 1か ら直ちに明 らかであることは,東

南アジア5カ国および中国,韓国, インドに

おいて程度の差はあるが,いずれ も相当程度

の出生率の低下がみ られることであるC とく

にいままでは,出生率の低下があまりないと

み られていたインドネシア, フィリピン,そ

してインドで,粗出生率がこのように低下 し

たことは,他方 これ らの国で最近 とくに工業

化の進展,所得の上昇,生活水準の向上が顕

著にみ られたわけではないので,出生率の低

下が経済社会の主要指標 とはぼ無関係に進行

していることを示 しているといえよう｡ これ

らの低下の相当部分,香,大部分は国および

民間団体の過去10-20年にわたる家族計画普

及運動の成果であるといえよう｡

(2)したが って,出生率の将来推計にあた っ
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ては, ことさらに複雑な多変量解析の方法を

使い,出生力と社会経済的変数の関係を設定

し推計 して もメ リットはな く,一国の家族計

画の普及情況,将来の見通 しを考慮に入れな

が ら,延長推計をする方が簡単で問題が少な

いと考え られる｡ この場合,家族計画の普及

程度か ら直接 GRR とか TFRの形で推定す

ることはできないので,国連人口部が開発 し

た出生力のマイクロ ･シミュレーション ･モ

デル [Inoue 1978;河野 1979],あるいは

米国 PopulationCouncilが開発 した TAIi

RAp-CONVERSEモデル [NortmaneiaZ.

1978]によって既存の人 口生物学的条件を満

足するよう計算することができる｡8)

(3)現在の東南アジアの諸国に対す る国連出

生力推計モデルの中の一つの考え方は,出生

率の低下が死亡率の低下 と密接に関連 し,一

方で死亡率が急速に低下 し, したが って人 口

増加率が2.5-3.0%に増加 した時期に出生率

の低下が始まるという仮定である｡ 低開発国

における死亡率の低下は公衆衛生プログラム

と文化的要因によるところが大 きく,社会経

済の要因か らかな り独立 した自己運動的性格

があるので,死亡率の低下 白体一つの説明変

数た り得 る｡社会経済的要因と出生力の低下

が少な くともマクロ的にみてあまり関係がな

いな らば,アジアにおける出生力の低下の開

始は,死亡率の低下 と家族計画の実施程度の

二つの側面か らアプローチす るのが現在のと

ころ有力な手段であろう｡ そうしてみると,

Brassのいうように,現在の段階では社会経

済変数を考慮に入れない方が良いという結論

[Brass 1979]が,結局正 しいということか

もしれない｡

Ⅴ 国連推計における出生率低下のモデル

国連の東南アジアに対す る出生率推計モデ

ルによれば, 西暦2050年までにほほとんどの

国が GR.Rlになるよう低下す るものと仮定

している｡ もちろん,シンガポールのように,

現在 すでに総再生産率 が 1に近い 国で は,

1990年までにそれを達成するであろう｡ しか

し反面,東チモールとか ビルマのように現在

出生率が高 く,家族計画の普及が低 く,格別

の人 口政策をとっていないところでは,21世

紀になって もまだ GRR2前後の高い出生率

が焼 くであろう｡

国連の出生率低下の推計方法として,まず

3)国連人口部の開発したマイクロ･シミュレーシ
ョン･モデルは,以下14の人口学 ･人口生物学

的変数を考慮に入れた出生力推計モデルであ

る｡すなわち,(1)平均初婚年齢 (2)50歳におけ

る未婚女子人口比率 (3)20,35,50歳における

死離別女子人口比率 (4)出生時における平均余
命 (5)不妊の情況 (6)母乳投与期間 (7)希望出

生児数を明確に持つ夫婦割合 (8)平均希望出生

児数 (9)希望出生間隔 qO)家族計画実行率 (ll)

生みおさめ,あるいは生み控えのための人工妊

娠中絶 02)再生産可能な夫婦の問の不妊手術率

83)諸避妊方法の効果 44)方法別避妊方法の分
布｡このモデルの特徴の一つは確率論的シミュ

レーションであり,決定論的に出生力指標と以

上の人口･生物学的要因との関係,あるいは要

因間どうしの関係を数学的に決めなくても,女

子が結婚 ･妊娠 ･出産の過程で,それは途中で
避妊 ･中絶により生み控えあるいは生みおさめ
をすることもあるが,全部で何人の子供を生み,

累積して一国の出生率になるかをシミュレー ト
できる｡したがって,以上の14の指標をインプ

ットとして投入できれば (部分的にダミー変数

を代用できる),将来の CBR,TFR,GRRを推

計できる｡くわしくは,Inoue[1978]参照のこ

と｡

米国の PopulationCouncilが開発した TAB

RAp-CONVERSEモデルは家族計画実行率な

どを投入することにより,一国の CBR,TFR

などの出生力指標を計算できる点,類似してい

るが,異なる点は数学的関連を明確にした決定
論的マクロ･シミュレーションであることにあ

る｡このモデルは,人口推計で一般に用いられ
るコウホート複合法を拡大し,女子の年齢別 ･

避妊方法別避妊実行率･継続率,年齢別中絶率,

各避妊方法の有効率などの指標をとり入れ,有

配偶率 ･死亡率の動向を加味して,出生数推計

を行い,家族計画 と中絶の効果がどれだけ一
国の出生率 (CBR,GRR)に影響を及ぼしたか
を計量するものである｡ くわしくは,Dorothy
Nortmanggα/.[1978]を参属せよ｡
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表 2 東南アジアにおける総再生産率 (GRR)の推計

(5カ年平均値)

国 名

東 南 ア ジ ア 全 域
ビ ノレ マ

民 主 カ ン プ チ ア

東 チ モ ー ル

イ ン ド ネ シ ア

ラオ ス人 民 共 和 国

マ レ ー シ ア

フ ィ リ ピ ン

シ ン ガ ポ ー ル

ベ トナム社会主義共和国

タ イ

出所 :UnitedNations.1979. WorldPoPuZazio71TrendsandProsPeclsZyComtry,1950-
2000:SummaryReportofthe1978A∫∫e∫∫mcnt. ST/ESA/SER.R/33.NewYork.

比較的最近出生率が低下 した東欧,東 アジア,

プェル トリコの経験を もとにして,出生率低

下のモデルを作 り,逆 ロジステ ィック曲線を

あてはめた｡ そ してそれを中心 として,それ

よりも低下の速度が速いもの 2本,遅いもの

2本,合計 5本の逆 ロジステ ィック低下モデ

ルを作 る｡ 5本の そ れ ぞ れ の 低下曲線 は,

GRR が 1になるのが10年ずつずれている恰

好になっている｡ すなわち一番低下の速度の

遠いものは,出生率低下の開始か ら30年,吹

が40年,50年,60年および70年で GRR が 1

に達す るように工夫 されている｡

さらに,実際には,出生率低下開始の水準

が以上のモデルよりも高い場合 も低い場合 も

あ り,それ らに対 して も少 しずつ変化を もた

せて,いずれ も出生率低下の開始か ら30年か

ら70年の間に GRR lになるように配置され

ている｡

ある国の出生率がどのようなコースをとる

かは,その国の家族計画の普及程度,出生力

政策の有無,教育水準,そ して一般的な経済

の発展段階を脱みなが ら選択される｡ その選

択は arbitraryである｡現在のところ,それを

数量モデル化 し方程式にあてはめて算定する
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段階にはない｡ こうして準備された東南アジ

ア諸国に対する1975-1985年か ら1995-2000年

の期間に至 る 5年平均 GRR が表 2に示 され

る｡ これは1978年度推計中位値である｡

国連人 口部長の IJ6onTabah氏が 1977年

の人口推計専門委員会 の 冒頭で 述べた,｢人

口推計 は現在のところ scienceというよりも

artである｣といった言葉 が思い出され る｡

人口推計はいまだ未開拓の領域であり,その

ためには,出生率,死亡率の決定要因 deter-

minantsをめ ぐって多 くの研究がなされなけ

ればな らない｡その一環 として, より精微な

人 口理論の開発が望まれ る｡
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